
 

                                                     

 

 

2024年6月28日 

報 道 各 位                  

住友林業株式会社 

 

「施工パートナー推進センター」7月稼働 
～経営相談と新規業者・職方募集を通じて「住友林業の家」の施工力確保へ～ 

 

 

住友林業株式会社（社長：光吉 敏郎 本社：東京都千代田区）は住宅事業の施工力確保のため「施工パートナー推

進センター」（以下、センター）を 2024 年 7 月から稼働させます。センターを通じて「住友林業の家」の施工パートナーで

ある協力施工店から事業承継や人員確保など経営全般に関する相談を受けます。また当社の建築現場で働きたい新規

業者・職方に協力施工店を紹介する窓口にもなります。 

当社は長期ビジョン「Mission TREEING 2030」 で2030年に国内年間住宅供給戸数10,000戸の目標を掲げています。

今後予想される担い手不足の課題解決など、施工協力店の皆様に当社の仕事を継続していただくため、センターの活動

に加え福利厚生の拡充などに取り組みます。共に事業を拡大・推進しながら、お客様に安心安全で快適な住まいを提供し

ていきます。 

 

■施工パートナー推進センターの概要 

 協力施工店から事業承継や相続の問題など経営全般に関する相談を受けます。社内外の専門家も交え、課題解決

に向けたサポートをします。 

 新規業者・職方から応募を受け、協力施工店へ紹介します。協力施工店の人員確保を支援します。 

  

 【施工パートナー推進センター 体制図】 

 相談、応募は専用の WEB サイト（https://sfc.jp/ie/lp/partner/）で受け付けます。施工現場の看板などに WEB サ

イトの二次元バーコードを設置して広く知らせます。 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

  施工パートナー推進センターWEBサイト（※一部抜粋） 

 

 二次元バーコード 

 

https://sfc.jp/ie/lp/partner/


 

                                                     

 

 

 

■背景 

建設業界では技能者の高齢化や後継者不足で事業継続・担い手確保が課題となっています。総務省の国勢調査で

2020年の大工就業者は約29万8000人と 2000年の約64万7000人から 20年で半減しています。60歳以上の割

合は 4 割を超え、当社の協力施工店も後継者不足を課題と感じているケースが増えています。これまでは主に支店で相

談を受けていましたが、専門の窓口を設置し体制を拡充しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■今後の見通し 

今後は事業承継や相続に関する WEB セミナーの実施、福利厚生の拡充に取り組むなど協力施工店の事業継続をサ

ポートします。協力施工店組織の住友林業安全協力施工店会とも連携し、安心して施工に集中できる環境を整備します。 

 

 

 

 ≪お問い合わせ先≫ 

住友林業株式会社  

コーポレート・コミュニケーション部 内田・平川 

ＴＥＬ：03-3214-2270 

総務省の国勢調査より（※棒グラフが大工就業者数、折れ線グラフが 60歳以上の割合） 


